様式２

誓　約　書

令和　　年　　月　　日

　愛　知　県　知　事　　殿

住　　所　　　　　　　　　　　　　

商号又は　　　　　　　　　　　　　

名　　称　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　

· 令和8･9年度愛知県入札参加資格者名簿（建設工事）の管工事業に登録があること。

· 建設業法（昭和24年法律第100号）第3条の規定により、管工事業について特定建設業又は一般建設業の許可を受けていること。

· この公示日から過去３年間に、元請として国、地方公共団体、又は独立行政法人（地方を含む）が発注した排ガス処理装置の新設・改修又は修繕工事の施工実績があること。
· 建設業法第26条に定める主任技術者又は監理技術者を配置できること。

· 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。

· 参加資格確認申請書の提出日から当該工事の落札決定までの間、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年6月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）及び「愛知県が行う調達契約からの暴力団排除に関する事務取扱要領」に基づく排除措置を受けていないこと。

· 参加資格確認申請書の提出日から当該工事の落札決定までの間、愛知県建設工事等指名停止取扱要領に基づく指名停止を受けていないこと。
· 現在、会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続き開始の申立てがなされていない者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申立てがなされていない者であること。

　以上のこと及び提出した書類について事実と相違ないことを誓約します。

　なお、事実と相違している場合は、いかなる不利益な取扱いを受けても、異議を申し立てません。また、それにより、損害を与えた場合は、無条件で賠償します。

